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本アンケートご協力者各位への謝辞 

 

 日本産業は、アジア市場にチャレンジしてグローバル競争を戦う意志を明確

にしています。しかし、これまでの経営慣行の下で培われた行動体質が、現在

の新環境への適応を阻害している面は否めません。現実を直視し、何かを根本

的に変えなければなりません。 

 

 以上の認識のもと、アジアビジネス新企画について、本アンケートを通じて

ご一緒に考えて頂き、各社の方々がどのような展望を抱いておられるかについ

てご意見をお聞かせいただくことができましたこと、時宜を得たものであった

と存じます。 

 

 ご多忙の中、ご回答を賜りましたことに心から御礼を申し上げます。 

 当研究所は、今後とも研究を続け、その成果をしかるべき形に表すことによ

って、皆様への御礼とさせて頂こうと思っております。 

 

 

平成 24 年 5 月 29 日 

 

 ㈱現代経営技術研究所 

 代表取締役所長  大槻裕志 



本アンケート調査の概要 
 
 

１．主 題： アジアビジネス新企画 

２．目 的： アジアにおける苛烈な競争に対して、企業成長力を生み出す「人の力」を

強化し、人材戦略と人事・諸制度を構築するために活用できる有用な情報

を提供することを目的とした。 

３．期 間： 平成 24 年 4 月 13 日～5 月 24 日 

 アンケート送付開始：4 月 13 日～ 

 回答期限     ：第 1 次：5 月 11 日 第 2 次：5 月 20 日 

 報    告     ：第 52 回 現研パワーアップ研究セミナー 
   （5 月 29 日開催） 

４．アンケート送付先について： 

 ＜送付先企業の選定＞ 

送付先企業については、あらかじめ業種、規模のバランスを考慮した上で、現

在の日本の社会、産業における位置と規模を現研で判断して選定した。 

 ＜回答部門・回答者の選定＞ 

      今回のアンケートは以下の部門・役職を対象に送付した。 

 経営層の方 
 人事・教育部門の役員、部・課長層の方 
 経営企画部門の役員、部・課長層の方 
 グローバル戦略・国際業務に携わる役員、部・課長層の方 

      

  ＜アンケートの送付数＞ 

      送付数…2511 社（3742 人） 

 

５．アンケートへの回答について： 

 回答企業数 ··················· 81 社 
 回答者数 ······················ 85 人 
 アンケート回答企業の構成 次ページにて一覧掲載 
 発送に対する社回答率：3.2％（個人回答率：2.2％） 

 

 



６．当研究調査の推進： 

 責 任 者： 現研シニアコンサルタント 藤井隼夫 

  現研主任研究員 大塚寿広 

  現研主任研究員 尾松 亮 

  現研専門研究員 山本信二 

 企画統括： 現研上級主任研究員 大島和義 

 

（注） 本アンケート調査は氏名および個別のご回答内容を一切公表しないことを条件に

ご回答頂きました。 
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一村産業㈱ 東洋ゴム工業㈱

㈱イワヰ 東リ㈱

㈱ウィザス 戸田建設㈱
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オーウイル㈱ 日本カーバイド工業㈱

オー・エイチ・ティー㈱ 日本電子㈱

大久保歯車工業㈱ 日本トランスシティ㈱
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サンメディカル㈱ 武蔵精密工業㈱
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住友電装㈱ ㈱安川電機
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センコー㈱ ヤマトフィナンシャル㈱
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ダイワボウホールディングス㈱ リンナイ㈱
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（81企業）

本調査にご回答頂いた企業



 

 

 

アジアビジネス新企画 

―アンケート集計結果の報告― 

 

 

 

（1） カギとなる仕事の仕方と能力 

（2） 業務改革・風土改革を進めるべき対象 

（3） 今後、育成・強化を特に必要とする人材 

（4） 今後 3 年間の課題・支障・リスク 

（5） 今後、関心の高い国・地域とその理由 
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（１）カギとなる仕事の仕方と能力 

 

● この３ヵ年において、アジアビジネスで会社が勝ち残り成長するためにはどのような仕事の

仕方と能力がカギになると思いますか。１つ選んで○で囲って下さい。 

1. 会社の方針に沿って自らを柔軟に変えて現実に適応できる力 

2. 戦略立案や企画力を鍛え、それを自分の専門と組み合わせて成果を出す力 

3. その分野においては他社においても通用するような高い専門性 

4. 新しいモノ、システム、方法を生み出す独創的な活動 

5. 高いコスト意識のもと徹底的にムダを省いて合理化する力 

6. 組織のモチベーションを高めて、メンバーの力を最大限に引き出すマネジメント 

7. プロジェクトを通じて限界に挑戦し、新しい局面を切り開いていく力 

8. その他（                                                  ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜８．その他＞ 

● 自社のコア（技術・開発・拠点・資金）を戦略的に展開するためのビジネスモデルの構築 

● 異文化を理解する力や現地人のメンタリティ、能力等を理解する力 

● 現状におかれている状況の正確な問題摘出能力と対策力 

● 顧客の海外展開のスピードとニーズを捉え、実行できる企画力と行動力 

 

 

  票数 

1 18 

2 22 

3 5 

4 12 

5 4 

6 15 

7 4 

8 4 

無回答 1 

Total 85 

21% 

26% 

6% 
14% 

5% 

18% 

5% 
5% 

1 2 3 4 5 6 7 8 

１．柔軟に現実に適応 

２．戦略・企画と成果 
４．独創的活動 

６．マネジメント 
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＜概 説＞ 

「この３ヵ年において、アジアビジネスで勝ち残り成長するためのカギとなる仕事の仕方と能

力」について、 
● トップは、「2．戦略立案や企画力を鍛え、それを自分の専門と組み合わせて成果を出す力」

で、回答全体の 26％を集めた。2 位は、「1．会社の方針に沿って自らを柔軟に変えて現実に

適応できる力」が 21％で続いた。 
● 3 位は、「6．組織のモチベーションを高めて、メンバーの力を最大限に引き出すマネジメン

ト」で 18％、「4．新しいモノ、システム、方法を生み出す独創的な活動」が 4 位で 14％で

ある。 
● 「3．その分野においては他社においても通用するような高い専門性」が 6％、「5．高いコス

ト意識の元徹底的に無駄を省いて合理化する力」、および「7．プロジェクトを通じて限界に

挑戦し、新しい局面を切り開いていく力」は、それぞれ 5％という結果になった。 
 

＜コメント＞ 

１. 上位２項目で全体の 47％を占めた。従来の延長ではない新たな戦略立案と企画力をもっ

て専門性を発揮して成果を出すこと、また、行動においては現場の局面を踏まえて臨機

応変に対応すること。それができるかどうかが最大のカギという回答となった。 
２. 「他社においても通用する高い専門性」、および「高いコスト意識、徹底的な無駄の排除・

合理化」の 2 つについて、つまり、いつも言われているこの代名詞のような項目が、合

計しても 11％という低い結果となった。 
３. それに対し、「新しいモノ、システム、方法を生み出す独創的な活動」が 14％となった。

改善・改良や価格競争を超えてアジアビジネスを勝ち抜くカギとなる項目として、「独創」

はかなり高い位置づけとなっている。 
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（２）業務改革・風土改革を進めるべき対象 

 

● アジアでの国際競争力の観点から、御社において業務改革と風土改革を進めるべき対象を、

優先度の高いものから上位２つをお選び下さい。 

（    ）  （    ） 

1. 生産全般／製造現場   2. 本社スタッフ   3. 営業   4. Ｒ＆Ｄ   5. 購買    

6. 海外現地法人の駐在者および出張者   7. 国際事業スタッフ   8. 情報システム関連業務    

9. 管理職全般 10. 一般社員   11. その他 （具体的に                           ） 

 

1. 生産全般／製造現場 

2. 本社スタッフ 

3. 営業 

4. Ｒ＆Ｄ 

5. 購買 

6. 海外現地法人の駐在者および出

張者 

7. 国際事業スタッフ 

8. 情報システム関連業務 

9. 管理職全般 

10 一般社員 

11. その他 

 

＜11.その他＞ 

●エンジニアの語学力  ●国内取締役  ●トップ・マネジメント層 

●昔から変わっていない（変えられない）各部署のビジネスロジック 

●現地社員の育成（特に幹部クラス） ●現地のマネジメント層 
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＜概 説＞ 

「アジアでの国際競争力の観点から、業務改革と風土改革を進めるべき優先度の高い対象」につ

いて、 
● 「9．管理職全般」が最多で 32 の回答数を集めた。全体の回答数（総回答者数 85×2）の 19％

にあたる。2 番目に多い項目は、「1．生産全般・現場」で 26 の回答数を集めた。全体の 15％
を占めている。 

● 3 番目は「6．海外現地法人の駐在者および出張者」（回答数 22）。4 番目が「7．国際事業ス

タッフ」（回答数 21）。5 番目が「2．本社スタッフ」（回答数 19）。 
● 「3．営業」の回答数は 16、「4．R&D」の回答数は 12 で、それぞれ全体の 10％未満である。

また、「10．一般社員」の回答数は 8、「5．購買」の回答数は 4、「8．情報システム関連業務」

の回答数は 0 である。 
 

＜コメント＞ 
１. 「管理職全般の改革」が最も重視されている。管理職の業務改革、風土改革が最も遅れ

ているという指摘であり、この改革を進めなければアジアでの国際競争力を得ることは

出来ないという問題意識。経営として急務である。 
２. 生産・現場はこれまでも常にアジア市場を意識し、アジアの競合との競争にさらされて

きた。だが、日本企業がアジアで国際競争力を持つために、引き続き「生産・現場」の

改革を進めることの重要性に変わりはない。 
３. また「駐在者および出張者」、「国際事業スタッフ」など、実際に海外事業に携わる部門

を重点的な改革対象と位置づける回答も多い。 
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（３）今後、育成・強化を特に必要とする人材 

 

● 御社が直近 1～2 年間で対策された人事・労務政策を振り返り、また、これから先への中長

期経営戦略を展望した時、今後自社で育成や強化をとくに必要とする人材はどの役割を担う

方々でしょうか。優先度の高いものを３つ以内でお選び下さい。 

１）量的な強化が必要な人材について  

 ・日本での展開に関して  （   ）（   ）（   ）  

 ・アジアでの展開に関して （   ）（   ）（   ）  

２）能力の高度化がさらに必要な人材について 

 ・日本での展開に関して （   ）（   ）（   ） 

 ・アジアでの展開に関して （   ）（   ）（   ） 

 

1. 製造、生産等を担うマネジャー   2. 技術、製造ノウハウ、サービス業務等のアドバイザー 

3. 品質技術･顧客対応専門スタッフ  4. 知財・特許・法務の専門スタッフ  

5. 研究所・開発部門を率いる技術者、研究開発者  6. 地域本社、現地法人の経営トップ・幹部 

7. 会計・財務・金融専門スタッフ   8. 本社と地域本社・現地法人とのコミュニケーター 

9. 地域本社・現地法人を指導・管理するマネジャー 10．企画・構想の立案スタッフ 

11. 新規事業の立上げ・開発を遂行するリーダー  12. マーケティングのプロフェッショナル 

13. 調達、物流、SCM 等の開発スタッフ  14. 教育訓練トレーナー  15. 提携や M&A を遂行するスタッフ 

16. 企業理念、行動指針を実践指導できる幹部   17. 人事・人材開発の戦略推進スタッフ 

18． コストダウン、効率化のスキルを持つ技術者・エンジニア  19. 広報・渉外スタッフ
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（３-1）量的な強化が必要な人材について-日本での展開に関して 

 

 

 

 

1. 製造、生産等を担うマネジャー  

2. 
技術、製造ノウハウ、サービス業務等の

アドバイザー 

3. 品質技術･顧客対応専門スタッフ 

4. 知財・特許・法務の専門スタッフ 

5. 
研究所・開発部門を率いる技術者、研究

開発者 

6. 
地域本社、現地法人の経営トップ・幹部 

7. 会計・財務・金融専門スタッフ 

8. 
本社と地域本社・現地法人とのコミュニケ

ーター 

9. 
地域本社・現地法人を指導・管理するマ

ネジャー 

10 企画・構想の立案スタッフ 

11. 
新規事業の立上げ・開発を遂行するリー

ダー 

12. マーケティングのプロフェッショナル 

13. 調達、物流、SCM 等の開発スタッフ 

14. 教育訓練トレーナー 

15. 提携や M&A を遂行するスタッフ 

16. 
企業理念、行動指針を実践指導できる

幹部 

17. 人事・人材開発の戦略推進スタッフ 

18. 
コストダウン、効率化のスキルを持つ技

術者・エンジニア 

19. 広報・渉外スタッフ 
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＜概 説＞ 

「日本での展開に際して量的な強化が必要な人材」として、 
● 「11．新規事業の立ち上げ・開発を遂行するリーダー」が最も多く 34 の回答数を集めた。

これは全回答数（総回答者数 85×3 以下同）の 13％に相当する。 
● 次に多くの回答数を集めたのが「5．研究所・開発部門を率いる技術者、研究開発者」（回答

数 25）であった。3 番目に多いのが「10．企画・構想の立案スタッフ」で、23 の回答数を集

めた。 
● 4 番目に回答数が多いのは「3．品質技術・顧客対応専門スタッフ」（回答数 19）。5 番目は「1．

製造、生産等を担うマネジャー」（回答数 17）であった。 
 

＜コメント＞ 
１. 上位 3 項目、すなわち「新規事業の立ち上げ・開発を遂行するリーダー」および「研究

所・開発部門を率いる技術者、研究開発者」、および「企画・構想の立案スタッフ」の合

計は 82 で全回答の 32％を占め、今後の日本での展開では、企画・開発を先導し、新た

なものを生み出す牽引人材の数を増やすことが重要な課題として認識されている。 
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（３-1）量的な強化が必要な人材について-アジアでの展開に関して 

 

 

  

1. 製造、生産等を担うマネジャー  

2. 
技術、製造ノウハウ、サービス業務等の

アドバイザー 

3. 品質技術･顧客対応専門スタッフ 

4. 知財・特許・法務の専門スタッフ 

5. 
研究所・開発部門を率いる技術者、研究

開発者 

6. 
地域本社、現地法人の経営トップ・幹部 

7. 会計・財務・金融専門スタッフ 

8. 
本社と地域本社・現地法人とのコミュニケ

ーター 

9. 
地域本社・現地法人を指導・管理するマ

ネジャー 

10 企画・構想の立案スタッフ 

11. 
新規事業の立上げ・開発を遂行するリー

ダー 

12. マーケティングのプロフェッショナル 

13. 調達、物流、SCM 等の開発スタッフ 

14. 教育訓練トレーナー 

15. 提携や M&A を遂行するスタッフ 

16. 
企業理念、行動指針を実践指導できる

幹部 

17. 人事・人材開発の戦略推進スタッフ 

18. 
コストダウン、効率化のスキルを持つ技

術者・エンジニア 

19. 広報・渉外スタッフ 
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＜概 説＞ 

「アジアでの展開に関して量的な強化が必要な人材」として、 
● 「9．地域本社・現地法人を指導管理するマネジャー」が最多で 36 の回答数を集めた。これ

は全回答数の 14％に相当する。次に多いのが「6．地域本社、現地法人の経営トップ・幹部」

で回答数は 30。上位２つの回答数を合計すると、全体の四分の一を超える（26％）。 
● 「1．製造、生産等を担うマネジャー」と「12．マーケティングのプロフェッショナル」の回

答（25）は同数で、3 位と 4 位を分け合った。 
● 5 番目は「2．技術、製造ノウハウ、サービス業務等のアドバイザー」（回答数 17）。6 番目に

「3．品質技術・顧客対応専門スタッフ」（回答数 15）がつづいた。 
 

＜コメント＞ 
１. 最も多くの回答が集まった上位2項目、「地域本社・現地法人を指導管理するマネジャー」

と「地域本社、現地法人の経営トップ・幹部」は、ともに現地の経営を動かす人材であ

る。前線が拡大するとともに人材の量的不足が顕著になってきている。多くの社で共通

する重要課題となっている。 
２. 「製造、生産等を担うマネジャー」と同じ程度に「マーケティングのプロフェッショナ

ル」の量的強化を求める回答が多い。アジアが生産拠点と同程度に「急拡大する市場」

として重視されていることを示している。 
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（３-2）能力の高度化がさらに必要な人材について-日本での展開に関して 

 

 

 

 

  

1. 製造、生産等を担うマネジャー  

2. 
技術、製造ノウハウ、サービス業務等の

アドバイザー 

3. 品質技術･顧客対応専門スタッフ 

4. 知財・特許・法務の専門スタッフ 

5. 
研究所・開発部門を率いる技術者、研究

開発者 

6. 
地域本社、現地法人の経営トップ・幹部 

7. 会計・財務・金融専門スタッフ 

8. 
本社と地域本社・現地法人とのコミュニケ

ーター 

9. 
地域本社・現地法人を指導・管理するマ

ネジャー 

10 企画・構想の立案スタッフ 

11. 
新規事業の立上げ・開発を遂行するリー

ダー 

12. マーケティングのプロフェッショナル 

13. 調達、物流、SCM 等の開発スタッフ 

14. 教育訓練トレーナー 

15. 提携や M&A を遂行するスタッフ 

16. 
企業理念、行動指針を実践指導できる

幹部 

17. 人事・人材開発の戦略推進スタッフ 

18. 
コストダウン、効率化のスキルを持つ技

術者・エンジニア 

19. 広報・渉外スタッフ 
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＜概 説＞ 

「日本での展開において能力の高度化がさらに必要な人材」として、 
● 「10．企画・構想の立案スタッフ」が最多で 30 の回答数を集めた。全回答数の 12％である。 
● 「11．新規事業の立ち上げ・開発を遂行するリーダー」が 2 番目に多く、回答数は 28。次に

多くの回答数を集めたのが「5．研究所・開発部門を率いる技術者、研究開発者」（回答数 27）
であった。 

● 「1．製造、生産等を担うマネジャー」、「3．品質技術･顧客対応専門スタッフ」、「4．知財・

特許・法務の専門スタッフ」、「7．会計・財務・金融専門スタッフ」、「15．提携や M&A を遂

行するスタッフ」、「17．人事・人材開発の戦略推進スタッフ」は、いずれも同じ回答数（13）
で並んだ。 
 

＜コメント＞ 
１. 日本での展開における「量的な強化が必要な人材」と同じ項目が上位 3 項目に入ってい

る。 
２. だが、「能力の高度化」という観点からは、「企画・構想立案スタッフ」がトップである。

これは本社・本部の機能強化が最重要になっていることの表れではないか。 
３. 一方、実務を遂行する人材については 4 位以下に集まった。その意味は、企画・構想力

こそ、実務の力を活かす原動力ということになろう。 
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1. 製造、生産等を担うマネジャー  

2. 
技術、製造ノウハウ、サービス業務等の

アドバイザー 

3. 品質技術･顧客対応専門スタッフ 

4. 知財・特許・法務の専門スタッフ 

5. 
研究所・開発部門を率いる技術者、研究

開発者 

6. 
地域本社、現地法人の経営トップ・幹部 

7. 会計・財務・金融専門スタッフ 

8. 
本社と地域本社・現地法人とのコミュニケ

ーター 

9. 
地域本社・現地法人を指導・管理するマ

ネジャー 

10 企画・構想の立案スタッフ 

11. 
新規事業の立上げ・開発を遂行するリー

ダー 

12. マーケティングのプロフェッショナル 

13. 調達、物流、SCM 等の開発スタッフ 

14. 教育訓練トレーナー 

15. 提携や M&A を遂行するスタッフ 

16. 
企業理念、行動指針を実践指導できる

幹部 

17. 人事・人材開発の戦略推進スタッフ 

18. 
コストダウン、効率化のスキルを持つ技

術者・エンジニア 

19. 広報・渉外スタッフ 
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＜概 説＞ 

「アジアでの展開に際して能力の高度化がさらに必要な人材」について、 
● 「9．地域本社・現地法人を指導管理するマネジャー」が最多の回答数（39）を集めた。「6．

地域本社、現地法人の経営トップ・幹部」がここでも 2 位で、35 の回答数を集めている。こ

の上位２つの項目を選択した回答の合計で、全回答数の約 3 割を占める。 
● 3 番目に多く選択された項目は「12．マーケティングのプロフェッショナル」で回答数 23。

4 番目が「11.新規事業の立上げ・開発を遂行するリーダー」で回答数 22。 
 

＜コメント＞ 
１. 上位 2 つは、一言で言えば、「地域本社・現地法人を動かす人材」で、ここでも最重要な

課題となった。しかも、その回答数は量的強化よりも更に多い。 
２. 「マーケッティングのプロ」に関しては、ここでも 3 番目に位置づけられ、一層のニー

ズの強さが見られている。多様でそれぞれ独自の顔を持つアジアの各市場に通じたプロ

の能力が必要になっている。 
３. 一方、「量的に強化が必要」において 3 番目に回答数が多かった「製造、生産等を担うマ

ネジャー」は、「能力の高度化」では 5 番目であった。 
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（４）今後 3年間の課題・支障・リスク 

 

● 御社のアジアビジネスにおいて、今後３年間で、課題・支障・リスクとなる優先度の高いと思

われる項目を下記の中から５つ以内でお選び下さい。 

  １位（    ） ２位（    ） ３位（    ） ４位（    ） ５位（    ） 

 

＜課題・支障・リスク＞ 

１．現場従業員の人件費が高い、上昇している   2．経営幹部の報酬に実力が伴わない 

3．労務・労政上の問題が生産・販売の支障になる   4．法制度の未整備運用に支障がある 

5．知的財産保護に関する問題   6．インフラの未整備   7．産業の集積未発展 

8．優秀人材のつなぎとめ 9．電気・エネルギー・水質の問題   10．自国製品・自国企業優先（優遇）策 

11．現地幹部の育成   12．税務上のリスク   13．為替リスク   14．海外進出ノウハウ 

15．資金不足   16．アジアの成長減速  17．経営を含めて海外ビジネス経験人材不足 

18．事業リスクが不透明   19．販路開拓が困難    20．過当競争・製品価格の下落     
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＜支障・課題・リスク－1位＞ 

 

 

 

  

1. 
現場従業員の人件費が高い、上昇して

いる  

2. 経営幹部の報酬に実力が伴わない 

3. 
労務・労政上の問題が生産・販売の支障

になる 

4. 法制度の未整備運用に支障がある 

5. 知的財産保護に関する問題 

6. インフラの未整備 

7. 産業の集積未発展 

8. 優秀人材のつなぎとめ 

9. 電気・エネルギー・水質の問題 

10 自国製品・自国企業優先（優遇）策 

11. 現地幹部の育成 

12. 税務上のリスク 

13. 為替リスク 

14. 海外進出ノウハウ 

15. 資金不足 

16. アジアの成長減速 

17. 
経営を含めて海外ビジネス経験人材不

足 

18. 事業リスクが不透明 

19. 販路開拓が困難 

20. 過当競争・製品価格の下落  
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＜支障・課題・リスク－２位＞ 

 

 

 

  

1. 
現場従業員の人件費が高い、上昇して

いる  

2. 経営幹部の報酬に実力が伴わない 

3. 
労務・労政上の問題が生産・販売の支障

になる 

4. 法制度の未整備運用に支障がある 

5. 知的財産保護に関する問題 

6. インフラの未整備 

7. 産業の集積未発展 

8. 優秀人材のつなぎとめ 

9. 電気・エネルギー・水質の問題 

10 自国製品・自国企業優先（優遇）策 

11. 現地幹部の育成 

12. 税務上のリスク 

13. 為替リスク 

14. 海外進出ノウハウ 

15. 資金不足 

16. アジアの成長減速 

17. 
経営を含めて海外ビジネス経験人材不

足 

18. 事業リスクが不透明 

19. 販路開拓が困難 

20. 過当競争・製品価格の下落  
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＜支障・課題・リスク－３位＞ 

 

 

 

  

1. 
現場従業員の人件費が高い、上昇して

いる  

2. 経営幹部の報酬に実力が伴わない 

3. 
労務・労政上の問題が生産・販売の支障

になる 

4. 法制度の未整備運用に支障がある 

5. 知的財産保護に関する問題 

6. インフラの未整備 

7. 産業の集積未発展 

8. 優秀人材のつなぎとめ 

9. 電気・エネルギー・水質の問題 

10 自国製品・自国企業優先（優遇）策 

11. 現地幹部の育成 

12. 税務上のリスク 

13. 為替リスク 

14. 海外進出ノウハウ 

15. 資金不足 

16. アジアの成長減速 

17. 
経営を含めて海外ビジネス経験人材不

足 

18. 事業リスクが不透明 

19. 販路開拓が困難 

20. 過当競争・製品価格の下落  
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＜支障・課題・リスク－４位＞ 

 

 

 

 

1. 
現場従業員の人件費が高い、上昇して

いる  

2. 経営幹部の報酬に実力が伴わない 

3. 
労務・労政上の問題が生産・販売の支障

になる 

4. 法制度の未整備運用に支障がある 

5. 知的財産保護に関する問題 

6. インフラの未整備 

7. 産業の集積未発展 

8. 優秀人材のつなぎとめ 

9. 電気・エネルギー・水質の問題 

10 自国製品・自国企業優先（優遇）策 

11. 現地幹部の育成 

12. 税務上のリスク 

13. 為替リスク 

14. 海外進出ノウハウ 

15. 資金不足 

16. アジアの成長減速 

17. 
経営を含めて海外ビジネス経験人材不

足 

18. 事業リスクが不透明 

19. 販路開拓が困難 

20. 過当競争・製品価格の下落  
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＜支障・課題・リスク－５位＞ 

 

 

 

 

  

1. 
現場従業員の人件費が高い、上昇して

いる  

2. 経営幹部の報酬に実力が伴わない 

3. 
労務・労政上の問題が生産・販売の支障

になる 

4. 法制度の未整備運用に支障がある 

5. 知的財産保護に関する問題 

6. インフラの未整備 

7. 産業の集積未発展 

8. 優秀人材のつなぎとめ 

9. 電気・エネルギー・水質の問題 

10 自国製品・自国企業優先（優遇）策 

11. 現地幹部の育成 

12. 税務上のリスク 

13. 為替リスク 

14. 海外進出ノウハウ 

15. 資金不足 

16. アジアの成長減速 

17. 
経営を含めて海外ビジネス経験人材不

足 

18. 事業リスクが不透明 

19. 販路開拓が困難 

20. 過当競争・製品価格の下落  



Ｇ0105292-007,00f,or-enq 

20 

34 

3 

17 

9 

18 

10 

2 

34 

7 

6 

57 

5 

18 

19 

6 

20 

57 

29 

24 

31 

0 10 20 30 40 50 60 

＜支障・課題・リスク－全体＞ 

 

  

1. 
現場従業員の人件費が高い、上昇して

いる  

2. 経営幹部の報酬に実力が伴わない 

3. 
労務・労政上の問題が生産・販売の支障

になる 

4. 法制度の未整備運用に支障がある 

5. 知的財産保護に関する問題 

6. インフラの未整備 

7. 産業の集積未発展 

8. 優秀人材のつなぎとめ 

9. 電気・エネルギー・水質の問題 

10 自国製品・自国企業優先（優遇）策 

11. 現地幹部の育成 

12. 税務上のリスク 

13. 為替リスク 

14. 海外進出ノウハウ 

15. 資金不足 

16. アジアの成長減速 

17. 
経営を含めて海外ビジネス経験人材不

足 

18. 事業リスクが不透明 

19. 販路開拓が困難 

20. 過当競争・製品価格の下落  
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＜概 説＞ 
「アジアビジネスにおいて、今後 3 年間で、自社の課題・支障・リスクとなる優先度の高いと思

われる項目」として、 
● 優先度 1 位 

トップに挙げられたのは、「17．経営を含めて海外ビジネス経験人材不足」であった。2 番が

「1．現場従業員の人件費が高い、上昇している」、3 番が「20．過当競争・製品価格の下落」、

4 番が「8．優秀人材のつなぎとめ」となった。4 項目で優先度 1 位の約 70％を占めた。 
● 優先度 2 位 

「11．現地幹部の育成」が突出した回答数（回答数 25）となった。 
● 優先度 3 位 

「11．現地幹部の育成」は、優先度 3 位においてもダントツのトップで回答数 18 を占めた。 
● 優先度 4 位、5 位 

「3．労務・労政問題」、「19．販路開拓」、「18．事業リスクが不透明」が、順次、相対的に

多くの回答を集めるようになった。 
● 全体 

「11．現地幹部の育成」と「17．経営を含めて海外ビジネス経験人材不足」の２つが、他を

引き離して多くの回答を集めた。（それぞれ回答数 57） 
 

＜コメント＞ 
１. 優先度 1 位においても全体においても「経営を含めて海外ビジネス経験人材不足」がト

ップの位置づけとなったことは、今後のアジアビジネスが生半可なことでは成功しない

ことへの厳しい警鐘。あらためて覚悟を決めて問題解決を計る必要がある。経営トップ

をめぐる最大のリスクとなりうる問題である。 
２. 並んで最も多かった項目は「11．現地幹部の育成」である。全回答者の約 3 割（回答数

25）がこの項目を、2 番目に優先度の高いものと位置づけている。また 3 位に選ばれる

ことが最も多かったのも、同じ「現地幹部の育成」であった。この問題もかねてから盛

んに必要性は言われている課題である。だが、いっこうに解決できていない。認識のレ

ベルを根本から切り替えて、この 3 か年を見すえて早急に取り組む必要がある。 
３. いずれにしても、海外ビジネスにおいては制度も慣習も日本とは異なり、予想外の急激

な変化が生じる。にもかかわらず、アジアビジネスの意思決定を担う経営人材に現地で

の経験が足りない。また現地で直に指揮を取ることの出来る幹部も育っていない。安易

なアジア展開が命取りとなりかねない危険と戦う必要がある。 
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（５）今後、関心の高い国・地域とその理由 

 

● 御社のお立場からみて、今後のアジア展開に際してご関心の高い国・地域を３か所程度選ぶと

すれば、どのあたりでしょうか。またその理由について付記していただけますでしょうか。 

●国・地域（     ）  理由（     ） （     ）  

●国・地域（     ）  理由（     ） （     ）  

●国・地域（     ）  理由（     ） （     ）  

 

＜候補地＞ 

1．中国国内  2．タイ  3．インド  4．ベトナム  5．インドネシア  6．シンガポール  7．マレーシア 

8．フィリピン  9．香港  10．台湾  11．韓国  12．パキスタン  13．ミャンマー  14．ラオス 

15．カンボジア  16．その他 （                ） 

 

＜理由＞ 

1．消費市場  2．生産拠点  3．資源開発  4．物流拠点  5．Ｒ＆Ｄ拠点  6．地域統括拠点 

7．インフラ需要  8．観光・リゾート  9．事業構造トータルの再編 

10．その他（                ） 
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＜国・地域についての全体回答＞ 

 

 

 

＜理由についての全体回答＞ 

 

＜その他＞ 

●JOC  ●市場の急成長   ●原料調達   ●当社製品の顧客   ●労働人口と人件費 

●市場の成長性 
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＜関心の高い上位 6カ国とその理由＞

 

● 中国はやはりトップの関心対象である。ただ、人件費の高騰など生産拠点としては国際競争

力を失いつつある。一方、国内の消費市場への関心はますます大きく拡大している。そのた

めの生産拠点の広がりは今後も期待される。 

 
● インドは中国とは異なって、日本企業においては当初から消費市場としての関心が高くなっ

ている。もちろん、生産拠点としての関心も高い。 

 
● インドネシアは消費市場と生産拠点の双方で関心が高い。人口 2 億人超という規模の大きさ

がアジアにおいてインドに続く国として期待が大きいともいえる。 
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● 消費市場への関心は変わらないが、それ以上に安定した生産拠点、ならびに地域統括拠点と

して、アジアトータルの中核・中心拠点としてのタイの位置づけは今後も期待を示している。 

 
● ベトナムは生産拠点と消費市場とが拮抗している。背景にベトナムの人口構造が極めて若い

ということがあるかもしれない。また、インフラ需要への関心も相対的に高い。 

 

●  ミャンマーは民主化の進展とともに、未開拓地域としての魅力によっても新たな関心対象

として急激に浮上してきた。ここでの注目は、インフラ需要と物流拠点ということからの関

心が高いことである。 
  

12 

15 

0 

3 

2 

7 

1 

0 

1 

1 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 

消費市場 

生産拠点 

資源開発 

物流拠点 

R&D拠点 

地域統括拠点 

インフラ需要 

観光･リゾート 

事業構造トータ… 

その他 

４位 タイ 

15 

16 

1 

2 

1 

0 

4 

0 

1 

0 

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 

消費市場 

生産拠点 

資源開発 

物流拠点 

R&D拠点 

地域統括拠点 

インフラ需要 

観光･リゾート 

事業構造トータ… 

その他 

５位 ベトナム 

7 

8 

0 

3 

0 

0 

6 

0 

0 

2 

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 

消費市場 

生産拠点 

資源開発 

物流拠点 

R&D拠点 

地域統括拠点 

インフラ需要 

観光･リゾート 

事業構造トータ… 

その他 

６位 ミャンマー 



Ｇ0105292-007,00f,or-enq 

26 

 

総括に代えて 
 

 

 アジアビジネスを取り巻く環境は、特に昨年来、大きく様変わりしています。 
日本企業のこれまでの経営慣行の下での「人事開発」や「人事戦略」は、今すでに周回遅れを

来たし、生産・販売・収益的側面でのさまざまな問題に直面し、この競争の苛烈さに対して相当

の強い意思と覚悟をもって「人の力」を強化しなければ大きな商機を失うことになります。 
また、企業の生き残りと新たな成長を期して、アジアへビジネスを展開しようとする時、今ま

さに、その土台が基礎から崩れてしまいかねない状況にあると考えます。すなわち、それはアジ

アビジネスの現実と、そこに向かう各企業が持つ力との間に存在する様々なギャップに起因する

リスクの問題です。これを乗り越えて、日本の企業は確実に発展していかねばなりません。 
 上記趣旨により、今回の「アジアビジネス新企画」の研究調査を実施致しました。そして、皆

様のご回答とインタビュー調査を踏まえ、第 52 回現研パワーアップ研究セミナー「アジアビジネ

スの新企画」において提言をさせて頂きました。 
   
多くの企業において、たとえば「地域本社・現地法人の経営トップ・幹部」、ならびに「地域本

部・現地法人を指導・管理するマネジャー」の量的強化・質的な強化について、最重要と認識さ

れ取り組んできています。にもかかわらず、今回の調査においても一向に問題が解決されており

ません。 
アジアビジネスをものにしようとする以上、まさに、この「周回遅れ」の状況の打破こそ待っ

たなしです。 
 
引き続き今後の活動の中で私どもの提言をお示しするつもりですが、今後とも、日本企業の発

展に向けてこのように語り合う機会を皆様と共有できればと願っております。 
当レポートが皆様の人材政策の検討にとって何らかの手掛かりになれば誠に幸いです。 
 
この度のご協力に対しまして御礼を申し上げます。 
今後ともご厚誼を賜りますようお願い申し上げます。 
 

2012 年 5 月 29 日 
 

「アジアビジネス新企画」研究調査 
企画統括 現研上級主任研究員 大島 和義 
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